日本実業団バレーボール連盟会員総会が、４月１８日東京のＪＴ本社ビルで開催され、山形県から斎藤篤常務理事が出席しました。
　総会の冒頭、志水会長は①役員改選、②分担金の見直し、③9人制トップリーグの創設が中心議題となるという内容の挨拶をされました。

引き続き議事に入り、報告事項・審議事項が浅草理事長及び各部長から提案されました。

役員改選では、役員選考委員会の案が示され了承されました。主な役員では理事長が浅草和敏氏（埼玉・三菱マテリアル）から小西到氏（神奈川・富士フイルム）に交替し、専門部長では審判規則部長が澤村久夫氏（愛知・名鉄）から大塚春夫氏（大阪・ライオン）に交替しました。

　分担金の見直しでは、過去３年間の各都道府県の登録チーム数をもとに分担金の再計算が行われました。山形県は１．３３チームで、基本分担金（最低額）の２万円となり、変更ありませんでした。この見直しにより１５万円の収入減となるため、旅費規程の見直しも同時に提案され、総会の出席者に支給されていた管内交通費（日当）２千円が廃止されました。（この改正で１０万円の財源を生み出すということです。）
　トップリーグの創設では、従来チームが中心となって運営していた、いわゆるセミオフィシャルな大会（東北ではリコーインダストリー東北が行っている蔵王カップ）を統合して９人制トップリーグ（V９チャンプリーグ）に位置づけるということが発表されました。
質疑では、実連の予算にトップリーグ運営に要する経費の計上が無いのではないかという質問がありました。予算措置は２０万円で、各大会に会場使用料を５万円補助する程度であると説明されました。また、チーム側からは群馬銀行が６人制のVチャレンジリーグに加盟したということで危機感が生じ、見切り発車ではあるが、トップリーグを発足させた、という発言がありました。浅草理事長からも、従来のセミオフィシャルな大会を利用してリーグ戦を行うが、その大会のすべての試合がトップリーグの試合になるのではなく、トップリーグに加盟したチーム同士の試合をトップリーグの試合として扱っていく。また、今年度とりあえず実施して、改正すべき点があれば次年度改めて行きたい、と回答しました。
最後に今回退任する方々に志水会長から表彰盾が贈られ、総会は終了しました。
